
 

第４号議案 

山形県教育旅行誘致協議会 令和８年度事業計画 

 

令和７年度は、物価高騰やオーバーツーリズム等による行程・行き先の見直

し、SDGsをはじめとする探究的な学びの重視、さらには「学び」と「楽しさ」

の両立など、教育旅行を取り巻く環境が大きく変化する中、当協議会は受入態

勢の整備、教育旅行プログラムの造成・ブラッシュアップ、効果的なプロモー

ション等を一体的に推進し、本県が教育旅行の目的地として選ばれる地域とな

ることを目指して事業を展開してまいりました。加えて、海外誘致においては

台湾との交流促進を柱に、関係機関との連携強化や国際交流イベントの開催等

を通じて、教育旅行誘致に向けた基盤づくりを進めました。 

令和８年度は、令和７年度の取組みで得られた知見やネットワークを踏まえ、

国内においては主要市場に対するセミナー・商談会参加や重点エリアへのセー

ルス、招請事業等を通じて本県教育旅行の認知向上と定着化を図るとともに、

海外においては台湾との相互交流を一層深化させ、現地でのセミナー・個別相

談会の開催や交流機会の創出、受入態勢の強化等により誘致拡大を目指します。

あわせて、教育現場のニーズに即したプログラム造成・改善、受入環境の向上、

助成制度の活用促進、情報発信の拡充を総合的に進め、教育旅行を通じた学び

の価値向上と地域への波及効果の最大化に取り組んでまいります。 

 

１．国内誘致プロモーション事業 

（１）各地で開催されるセミナー及び商談会等への参加 

    東北観光推進機構が主催する各地のセミナー及び商談会へ参加し、 

   旅行会社の担当者や教育関係者に対し、ニーズに合ったプログラム及び 

   モデルコース等の提示を行い、山形県の教育旅行受入地としての魅力を 

   ＰＲする。 

  ①札幌セミナー・商談会 ：令和８年 ７月 ７日 （火） 

  ②東京セミナー・商談会 ：令和８年 ７月２７日 （月） 

  ③大阪セミナー・商談会 ：令和８年 ９月 ４日 （金） 

 

（２）セミナー及び商談会が開催される都市でのセールス活動の実施 

 前述したセミナー・商談会が開催される各都市圏において、学校やそ

れらの旅行を企画する旅行会社等へ、効果的なセールス活動を継続して

行う。 

 

 

 



（３）宮城県仙台市中学校へのセールス 

    令和７年度に引き続き、仙台市内の学校へ対し本県の地域特性を活か

した教育旅行プログラムの集中的なセールスを行う。  

 

（４）宮城県仙台市内旅行会社セールスの実施   

    本県を旅行先として検討していただく学校を増やすため、仙台市中学 

校の旅行を提案・実施している仙台市内の旅行会社に対し、本県が有す 

る様々なプログラム、コンテンツのセールスを行う。 

 

（５）教育旅行関係者の招請   

   新規の誘致と更なる定着化を目的とし、本県への旅行に興味を持って

いる教育機関や本県の教育旅行素材を国内外に発信する団体等をターゲ

ットとした招請事業を実施する。 

 

（６）県内の教育旅行全体窓口としての役割 

   山形県への教育旅行を検討している学校及び旅行会社などから相談が

来た際、誘致に繋がる具体的な提案を行うとともに、教育旅行の実施に

向けて、学校や旅行会社と県内事業者との橋渡し役を担う。 

 

２．海外誘致プロモーション事業 

（１）Global Summit“Be a Bridge”の開催          拡 充 

    本県と台湾の高校生による国際交流促進イベントであるGlobal Summit

“Be a Bridge”を台湾高級中等以下学校国際教育交流聯盟と九里学園高

等学校と共催し、台湾にて開催する。 

 

（２）台湾における山形県教育旅行セミナー・個別相談会の開催 新 規 

    台湾からの教育旅行誘致に向けたセミナー・個別相談会を台湾にて開

催し、台湾の教育関係者に向けた本県の探究学習体験素材等のPRを行う

とともに当協議会会員団体との個別相談会を山形県と共に開催する。 

    併せて、相互交流促進に向けた台湾高級中等以下学校国際教育交流聯

盟を始めとする学校関係者との意見交換会を実施する。 

 

（３）JNTO主催の商談会への参加 

    日本政府観光局（ＪＮＴＯ）主催の意見交換会に参加し、台湾の学校

関係者と訪日教育旅行や両地域の相互交流について意見交換を行うとと

もに、本県の教育旅行素材等をPRしていく。 

    開催日：令和８年１０月２７日（火） 



    会 場：大阪市 

    参 加：台湾側 高等学校関係者、教育旅行関係者  ７５名程度  

日本側 地方自治体関係者、学校関係者   ９０名程度 

 

（４）山形県の実施する台湾教育関係者を対象とした招請事業への協力 

前項に記載する日台教育旅行関係者意見交換会 台湾側参加者のうち数

名を招請し、本県が有する教育旅行の素材を県内において体験、視察し

てもらうとともに学校視察や学校間交流のための意見交換会を実施する

事業への協力を行う。 

（実施時期：令和８年１０月２７日（火）～３１日（土）４泊５日） 

  ※山形・宮城・福島との３県連携事業 

  ※全行程のうち山形視察は、２日間 

 

（５）県内各団体等との受入調整及び台湾教育機関・旅行会社へのＰＲの実施 

台湾からの問い合わせワンストップ窓口として、台湾に現地コーディ 

ネーターを配置し、学校交流を始めとした本県での教育旅行に関する問 

い合わせに対応するとともに、台湾の教育機関や旅行会社へ本県の教育 

旅行コンテンツ等のＰＲを実施する。 

 

（６）県内学校への交流促進の働きかけ（小・中・高校） 

    台湾等の海外から教育旅行で訪れる学校との交流事業の調整や受入環

境の整備を支援する。こうした交流を通じて関係人口を拡大し、本県へ

の来訪の機会を創出する。 

 

（７）国際教育旅行誘致に向けた調査の実施 

    様々な国からの教育旅行誘致を図っていくため、ターゲットとなる地

域の教育旅行の現状を調査する。 

 

３．受入整備事業 

（１）会員研修会の開催 

    本県への教育旅行団体の受入に向けて、教育旅行市場において求めら

れているプログラム等についての理解を深め、受入環境整備や実践に繋

がる研修会を行う。 

 

（２）教育旅行プログラムの造成及びブラッシュアップ 

    本県が教育旅行先として選ばれる地域になるため、山形県観光物産協

会と共に、教育旅行現場が求めるプログラムや本県ならではの価値を提



供できるプログラムの造成を行う。また、既存のプログラムについても

ニーズに合ったものへとブラッシュアップを行う。 

 

（３）学校へのアンケート調査の実施 

    今後の当協議会の事業展開に活かしていくために、本県を訪れた学校

を対象として、アンケート調査を実施する。本県を訪れて良かった点、

懸念事項等を記載いただき、教育旅行の質を上げる事や、より現場のニ

ーズに合った形に反映していく。 

 

（４）会員団体へのメルマガの配信  

    当協議会団体が一体となって誘致を図っていくために、会員団体内に

て共有をする事項について、事務局で集約しメルマガとして配信する。 

 

４．助成事業 

（１）山形県教育旅行誘致促進助成金 

これまでの受入団体の継続、定着化を図ること及び新規での受入れ団 

体の増加を目的とし、国内外の旅行会社等を対象とした本県での宿泊を 

伴う教育旅行への助成を行う。 

交付額：１企画に対し、貸切バス１台当たり４万円、生徒１名当たり 

２,０００円（海外は１泊につき１,０００円）とし、１企画

の助成合計額は５０万円を上限とする。 

 

（２）教育旅行誘致並びに受入態勢整備に関する助成金 

各地域での受入整備活動の活性化を図るため、各地域の広域観光協議

会が実施する教育旅行誘致事業及び受入整備事業に対し、２５万円を上

限とし助成する。 

 

（３）山形県スキー校外学習促進助成金 

山形県内の学校が、山形県内のスキー場において実施するスキー授業

に対し助成する。 

 

（４）県内学校を対象とした海外の学校との学校間交流受入に対する助成金 

山形県内の学校が、海外から教育旅行で来県する学校等との交流を行

う際に助成する。 

 

 

 



５．情報発信事業  

（１）専門誌における本県教育旅行のＰＲ展開        拡 充 

日本修学旅行協会発行「月刊教育旅行」に「山形県特集」を組み、購

読者である教育関係者や教育旅行を取り扱う旅行会社担当者に向け、本

県が有する教育コンテンツについての魅力発信と周知を図る。 

 

（２）本県教育旅行素材プロモーション動画の作成      新 規 

    教育関係者や教育旅行を取り扱う旅行会社に対し、本県教育旅行素材

を具体的にイメージしてもらうため、体験内容などを編集したプロモー

ション動画を作成する。 

 

（３）ＨＰにて新たな学習プログラム及びモデルコース等の掲載 

本県にある教育旅行プログラムやモデルコースなどを掲載し、誘致促

進を図る。 

 


